
－農政１－ 

所 属 農政部農業経営課 

係 名 就農支援係、経営体強化育成係 内線 4087、4088 

 

担い手の経営発展への支援強化 
＜農地中間管理事業等推進基金事業＞ 

 
１ 事 業 費  ２７２，２５０（前年度 １７９，５００） 
        【財源内訳】      【主な使途】 

         国庫     42,675       補助金 260,750 
繰入金 55,000       委託料  10,127 
諸収入 110,500 

一般財源  64,075 
                   
２ 背景・事業目的 

未来のぎふ農業・農村を支える新規就農者や、認定農業者等を育成・
確保するため、担い手の経営発展に資する取組みを支援する。 
 

３ 事 業 概 要 

（１）担い手の経営力強化の支援（170,250 千円） 

・ 就農後の経営発展に必要な農業機械等の導入支援や、営農定着に向

けたハウス被覆用ビニール等の施設修繕の支援を強化する。 
      ＜機械等の導入支援＞ 
       補助対象者：市町村（助成対象：認定新規就農者） 

       補 助 率： 3/4 以内、補助限度額 7,500 千円ほか 
      ＜施設修繕の支援＞ 

補助対象者：市町村（助成対象：就農後５～10 年の認定農業者）  

補 助 率： 1/3 以内、補助限度額：1,000 千円 
新・ 農業者の所得データの分析に基づいた経営の課題解決と所得向上に

向けた取組みを推進するため、キャリアステージに応じた体系的な経

営力強化研修を開催する。 

（２）農地の集積・集約化の推進（102,000 千円） 

＜一部農地中間管理事業等推進基金事業＞ 
・ 将来の目指すべき農地利用の姿を示す地域計画策定を一層促進す

るため、地域の話し合いをコーディネートする人材養成等を行う。 
・ 担い手の農地集約化の加速を図るため、必要となる農業機械等の

導入を支援する。 

補助対象者：市町村（助成対象：農業法人・農業者が組織する団体等） 
補 助 率：定額、補助限度額：4,000 千円 

・ 新規就農者等のニーズに対応した農地を確保するため、農地中間管

理機構による簡易な整備の取組みを支援する。 
 [ 補助対象者：県農畜産公社、補助率：10/10 以内] 

 
（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(13)農村教育推進費 

（明細書事業名）○農業後継者育成対策費 

新規就農・就業サポート事業費 ほか 



－農政２－ 

 

 
農業を支える多様な担い手の育成・確保 

 
１ 事 業 費  ３８，３４１（前年度 １５，０００） 

        【財源内訳】     【主な使途】 
国庫   10,737   補助金 26,129 
諸収入   6,500      委託料 10,069 

一般財源 21,104 
      
２ 背景・事業目的 

農業者の高齢化や減少が急速に進行する中、認定農業者等に加え、障

がい者や女性等の多様な担い手が活躍できるよう、きめ細かな支援や、
農業等の未来を支える人材の育成・確保に取り組む。 

 

３ 事 業 概 要 

（１）農福連携の推進強化（26,129 千円） 

新・ 県農畜産公社内に「ぎふ農福連携推進センター」を開設し、農
福連携の認知度向上などの推進機能を強化する。 

・ 農福連携の魅力を県内外へ発信し、ノウフク商品の販路拡大等

を強化するため、マルシェやフォーラム等を開催する。 

（２）女性や外国人材等の確保推進（8,500 千円） 

新・ 女性の新規就農を一層促進するため、活躍する女性農業者のキ
ャリアパスを新たに作成し、ＰＲを展開する。 

・ 男女共同参画に対する理解醸成を図るため、女性が活躍する先
進農業経営体へのインタビュー動画の作成などを実施する。 

新・ トマトやホウレンソウ等産地での労働力確保に向け、複数の産

地等と連携した外国人材等を活用する仕組みづくりを推進する。 

新（３）農業や花とみどりの未来を支える人材の育成・確保（3,712 千円）  

・ 園芸業界で活躍するために必要な職業意識とコミュニケーショ

ン能力を養う実践的な授業の実施に向け、ぎふワールド・ローズ
ガーデンに国際園芸アカデミーのサテライト施設を開設する。 

・ 創立９０周年を迎える農業大学校の人材育成カリキュラムな

ど、同校の特色や魅力を十分に伝えるウェブサイトを開設する。 
 

所 属 農政部農業経営課 農政部農産園芸課 

係 名 
普及企画係、就農支援係、

経営体強化育成係 

内線 4083、4087、

4088 

花き係 内線 4113 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(13)農村教育推進費 

（明細書事業名）○農業後継者育成対策費 

新規就農・就業サポート事業費 ほか 



－農政３－ 

所 属 農政部農政課 農政部農業経営課 

係 名 
スマート農業推進係 内線 4023 就農支援係 内線 4087 

就農研修係 電話 0584-53-0175 

 

スマート農業・データ活用型農業の推進 
 

１ 事 業 費  ７２，１３１（前年度 ５４，２００） 
         【財源内訳】    【主な使途】 

          国庫   37,565    補助金   54,000 
          一般財源 34,566    使用料   12,028 
                      工事請負費 2,750 

 
２ 背景・事業目的 

誰もが熟練農業者と同等の収益が得られ、環境にも配慮した農業の実

現を目指し、生産性向上や環境負荷低減につながるスマート農業機器の
導入支援や幅広い品目の収益性向上を図るデータ活用型農業を推進する。 

 

３ 事 業 概 要 

（１）地域のニーズに対応したスマート農業の推進 （57,000 千円） 

新・ スマート農業と環境に配慮した栽培技術を組み合わせた「グリーン

な栽培体系」を実証し、県内全域に技術普及を図る。 
・ 経営発展や中山間地域の軽労化に向けたスマート農業技術の導入支

援に加え、園芸施設の環境モニタリング機器の導入支援を強化する。 

補助対象者：市町村等（助成対象：認定農業者、認定新規就農者等） 

補 助 率： 1/3 又は 1/2 以内、補助限度額：3,000 千円 

※環境モニタリング機器：1/2 以内、補助限度額：500 千円  

（２）データ活用型農業の取組みの推進 （15,131 千円） 

・ クラウド型データ連携システムを活用したデータに基づくトマトや
いちごの生産管理をモデル産地で実証し、経営改善効果を検証する。 

新・ 就農支援センターにおいて環境制御技術などデータを活用した農業

経営を習得するため、研修ハウスに複合環境制御装置(※)を整備する。 

  

 
 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

スマート農業推進費 ほか 

※複合環境制御装置： 

温度、湿度、日射量、二酸化炭素濃度等の環境情報を基に、ハウス内の環境制御機器 

（暖房機、二酸化炭素発生装置、換気装置等）を総合的に自動・遠隔制御できる装置 

 



－農政４－ 

所属 農政部農産物流通課 農政部農産園芸課 令和６年度担当所属名 

係名 流通企画係、地産地消係 内線 4062 米麦大豆係、水田経営係 内線 4117 同左 

所属 農政部畜産振興課 農政部農地整備課 令和６年度担当所属名 

係名 酪農・飼料係 内線 4141 調査計画係 内線 4238 同左 

所属 農政部里川振興課 令和６年度担当所属名 

係名 漁業振興係 内線 4213 農政部里川・水産振興課 

 
食料安全保障強化に資する生産・供給体制の構築 

 
【１２月補正後 １，７９０，０３９】 

１ 事 業 費 ２０２，３６５ （前年度 ４８，５７５） 

        【財源内訳】     【主な使途】 

         国庫  155,566 補助金 161,696  
諸収入   2,406 負担金  22,575  

         一般財源 44,393 委託料  13,096 
 
２ 背景・事業目的 

      国の「食料・農業・農村基本法」の見直しにおける食料安全保障の強
化の動向を踏まえ、物価高騰の影響緩和、食料生産の拡大、流通体制の

強化、地産地消の推進等を通じ、食料安定供給体制の強化に取り組む。 
 

３ 事 業 概 要 

（１）長引く生産資材等の価格高騰に対する支援（129,996 千円） 

・ 畜産農家や養殖業者、土地改良区等に対し、飼料費や電気料金
等の価格高騰分の一部を支援する。 

補助率：価格高騰分の 1/2 以内 ほか 

新（２）米粉や飼料用米の生産拡大（1,963 千円） 

・ 県産米粉の需要開拓に向け、製粉業者向けの商談会、大学と企

業が連携した新商品開発等を実施するほか、地域の気候に適し多
収性に優れた飼料用米の特認品種(※)の実証試験を行う。 

  

新（３）卸売市場の食料供給機能の効率化等に向けた支援（15,700 千円） 

・ 農産物等食料の流通を担う卸売市場における外食産業のニーズ
に応じた一次加工設備・機械の導入を支援する。 

補助対象者：市町村(助成対象：卸売業者)、補助率：1/4 以内 

（４）地産地消県民運動の展開（54,706 千円） 

・ 地産地消ぎふ応援団の直売所や量販店、飲食店と連携した県産
農産物の消費拡大を実施するほか、地域の伝統食材を使用した郷
土料理や食文化をテーマにしたシンポジウムを新たに開催する。 

 

 
（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

農産物地産地消推進費 ほか 

※特認品種：多収で飼料用などの主食用以外の用途で生産される品種で、国の認定を受け

れば国交付金の単価が飼料用米と同等となる 



－農政５－ 

 

 

持続可能で安心と信頼を届ける農産物づくりの推進 

 

１ 事 業 費  ２９，５１６（前年度 １７，５１７） 

        【財源内訳】     【主な使途】 

         国庫   20,259   補助金  12,000 

         一般財源   9,257 委託料  10,869 
                   需用費   3,640  

 
２ 背景・事業目的 

環境負荷を軽減し持続可能な農業を実現するため、生産・販売の両面
で有機農業の拡大に取り組むとともに、国際水準ガイドラインに準拠し
た「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」に取り組む産地の拡大を図る。 

 

３ 事 業 概 要 

（１）技術確立や販売拠点づくりによる有機農業の拡大（18,800 千円） 

・ 有機農業の優れた技術と豊富な経験を有する有機農業アドバイザー

の派遣制度を新設するほか、有機農業の拡大に意欲的な地域に対し、
生産技術の確立や消費者との交流等の取組みを支援する。 
［補助対象者：市町村等、補助率：定額、補助限度額：10,000 千円］ 

・ 有機農産物の販売拠点づくりに向け、オーガニックマルシェを県内
全域に拡大するとともに、量販店での販売フェアを開催する。 

（２）国際水準の「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」の普及（10,716 千円)  

・ 産地の「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」の取組みを促進するため、組織

マネジメント手法等を指導する組織評価員を増員する。 
新・ 仲卸業者等への「ぎふ清流ＧＡＰ評価制度」の理解促進に向け、出

前講座や農場視察の開催、産地と販売店とのマッチングに取り組む。 

・ 量販店や卸売業者等のぎふ清流ＧＡＰパートナーと連携したＧＡＰ
農産物販売フェアを拡大するほか、消費者交流イベントを開催する。 

 

所 属 農政部農産園芸課 

係 名 ぎふ清流ＧＡＰ推進係 内線 4113 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

環境保全型農業総合推進事業費 ほか 



－農政６－ 

所 属 農政部農地整備課 

係 名 調査計画係 内線 4238 

 

 
県民の食を支える生産基盤の整備と災害に強い農村づくり 

 
１ 事 業 費  ４，８９７，８９２（前年度 ４，５５７，２６６） 
        【財源内訳】      【主な使途】 

         国庫   2,229,033    工事請負費 3,774,575 
         県債   1,300,100    委託料    684,137 

分負担金   651,809     補助金    374,680 

         一般財源    716,950 
 
２ 背景・事業目的 

効率的で収益性の高い農業を実現するため、農地の大区画化等の生産

基盤整備を推進するとともに、施設点検や用水管理の高度化・省力化を
推進する。 
また、集中豪雨や大規模地震の発生に備え、農村地域の防災・減災対

策を強化するため、農業用ため池の豪雨・地震対策等を推進する。 
 
３ 事 業 概 要 

（１）県民の食を支える農業生産基盤の整備（1,932,050 千円） 

・ 担い手に対し、農地の集積、集約化や高収益作物への転換等を促進
するため、農地の大区画化や水田の乾田化を実施する。（２５地区） 

・ 農業用水の安定的な確保に向け、農業用水路の整備や補修等を実施

する。（２６地区） 
・ 施設点検や用水管理の高度化・省力化を推進するため、ドローンや

ロボット等の活用に加え、自動給水装置を整備する。（４地区） 

 
（２）災害に強い農村づくり（2,965,842 千円） 

・ ため池工事特措法に基づき、防災重点農業用ため池の豪雨・地震

対策等を実施する。（９４地区） 
・ 防災重点農業用ため池の適正管理に向け、管理道補修等の環境整

備の支援を強化する。（５地区） 

・ 老朽化した農業用排水機場の整備、農道橋の耐震補強等を実施す
る。（２４地区） 

 

 
 
 

 

（款）６農林水産業費 （項）４農地費 （目）(4)ほ場整備事業費 

（明細書事業名）○公共事業 

経営体育成基盤整備事業費 ほか 



－農政７－ 

所 属 農政部農産物流通課 

係 名 流通企画係、輸出戦略係 

地産地消係、販売対策係 

内線 4062、4064 

4065、4068 

 

輸出拡大と大都市圏の需要喚起に向けた販売促進の強化 

 

１ 事 業 費 １００，８００（前年度 ７８，４４１） 

    【財源内訳】  【主な使途】 

     国庫   33,200  委託料  77,602 

     諸収入   2,520  旅費    8,510 
     一般財源 65,080  補助金    5,800 

          

２ 背景・事業目的 

アフター・コロナの反転攻勢に向け、円安を追い風とした海外輸出や
発信力が高い大都市圏でのプロモーションを強化する。 

大阪・関西万博が開催される関西圏など大都市圏での県産農畜水産物
のプロモーションを強化する。 

 

３ 事 業 概 要 

（１）輸出拡大の強化（68,220 千円） 

・ 協力覚書を締結する海外百貨店等への委託ＰＲに加え、欧米を中心

に対面での現地プロモーションを展開する。 
新・ 国が海外に設置する輸出支援プラットフォーム等と連携し、オール

ジャパンの取組みと併せて県産農畜水産物のプロモーションを実施す

る。 
・ 岐阜いちごや飛騨メロンなど新たな品目の輸出拡大に向け、検疫条

件に応じた生産技術導入や商談会参加等を支援する。 

補助対象者：農畜水産業者、農業協同組合、漁業協同組合、
食品製造事業者 等 

補 助 率： 1/2 以内、補助限度額：1,000 千円 

（２）大都市圏での需要喚起（32,580 千円） 

・ 大阪・関西万博を見据えた販路開拓に向け、万博に出展予定の飲食
店等の事業者を対象とした食材提案会を実施する。 

・ 首都圏や関西圏における県産食材の需要拡大に向け、ホテルやレス

トランに対するメニューフェアやマッチングなどのコーディネート機
能を強化する。 

 
 
 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(2)農業振興費 

（明細書事業名）○総合農政推進費 

農産物輸出戦略推進費 ほか 



－農政８－ 

所属 農政部畜産振興課 農政部家畜防疫対策課 

係名 銘柄推進係、養豚養鶏係、

酪農飼料係 

内線 4138 防疫推進係、防疫指導係、

捕獲調査係 

内線 4155 

 

畜産物を支える生産体制強化と家畜伝染病に対応できる産地づくり 

 

【９月補正後 ５７５，００６】 

１ 事 業 費 １，９６２，９３７（前年度 ５７１，８７０） 

【財源内訳】     【主な使途】 
国庫   1,674,266   補助金 1,447,577 
使用料及び手数料 13,200   委託料  354,216 

一般財源 275,471  需用費    118,422  
 

２ 背景・事業目的 

飛騨牛をはじめとした家畜改良及び生産体制を強化するとともに、家
畜伝染病に備え、防疫体制の強化や野生いのしし対策に取り組む。 

 

３ 事 業 概 要 

（１）畜産物を支える生産体制強化（1,379,078 千円） 

・ 次回の全国和牛能力共進会での日本一奪還に向け、ゲノム解析技術
の活用や新飼料の実証試験、長距離輸送対策等に取り組む。 

・ 酪農の経営安定強化に向け、酪農ヘルパー利用を支援する。 
補助対象者：県酪農農業協同組合連合会（助成対象：県内酪農ヘルパー組合） 
補 助 率：1/2 以内 

・ 奥美濃古地鶏のＰＲ活動や蜜源確保の取組みの支援を強化する。 
補助対象者：奥美濃古地鶏普及推進協議会、岐阜県養蜂組合連合会 
補 助 率：1/2 以内 

・ 産地の生産基盤の強化に向け食鳥処理場の施設整備を支援する。 
補助対象者：市町村（助成対象：食鳥処理事業者）、補助率：1/2 以内 

（２）家畜伝染病に対応できる産地づくり（583,859 千円） 

新・ 農場のバイオセキュリティ向上や、伝染病発生時に殺処分となる家

畜を少なくするための分割管理に必要な設備の導入を支援する。 
補助対象者：市町村、農業者団体等、補助率：1/2 以内 
※導入設備等により補助限度額あり。 

・ 家畜伝染病の発生予防のため、豚熱ワクチンの接種や家畜伝染病検
査の強化、高病原性鳥インフルエンザ流行シーズンにおける農場の一

斉消毒、飼養衛生管理向上のための指導を実施する。 
・ 豚熱の感染拡大防止に向けた野生いのししの生息密度低減を図るた

め、捕獲を推進するとともに、アフリカ豚熱の国内侵入に備え、狩猟

関係者等との連携体制構築や防疫演習を実施する。 

 
（款）６農林水産業費 （項）２畜産業費 （目）(2)畜産振興費 

（明細書事業名）○畜産振興対策費 

飛騨牛改良推進事業費 ほか 



－農政９－ 

所 属 農政部農政課 農政部農産園芸課 

係 名 農業研究推進係 内線 4025 花き係、野菜果樹特産係 内線 4113、4119 

 

新たな需要開拓による花き振興と主要園芸産地の生産体制強化 

 

１ 事 業 費  ５２，０１４（前年度 ３，２１６） 
            【財源内訳】      【主な使途】 

            国庫      14,655   委託料  26,337 
一般財源  37,359   補助金  18,200 
          需用費  4,564 

 
２ 背景・事業目的 

花きの需要拡大に向け、全国行事等での花飾りにより、県産花きの魅

力を全国に発信する。また、園芸産地の拡大に向け、生産効率や品質向
上につながる技術開発のほか、出荷作業の省力化を進める。 
 

３ 事 業 概 要 

新（１）全国行事での花飾り等によるぎふの花の魅力発信(27,737 千円)  

・ ぎふの花の魅力を全国に発信するため、花き文化団体等と協働
して全国行事の会場や沿道の花飾りを実施する。 

・ ぎふの花のファンを増やし、地域内消費を拡大するため、産地
見学バスツアーの開催や、量販店等に県産花き売り場を設置す
る。 

新（２）ＡＩを活用した品質向上等に向けた技術開発(6,077 千円)  

・ ＡＩを活用したトマトの生育診断技術の開発など、生産効率や
収穫量・品質の飛躍的向上など革新的な技術の開発を行う。 

（３）作業の省力化による園芸産地の拡大支援(18,200 千円)  

・ ほうれんそう、えだまめ、くりの生産拡大に向け、新たに、地
域の担い手組織に対する作業の省力化に必要な機械導入等を支援

する。 
補助対象者：市町村（助成対象：生産者組織、農業協同組合） 
補 助 率：1/2 以内（機械導入等） 

定額     （実証する機械の運搬費） 
 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）（9）園芸特産物対策費 

（明細書事業名）○花き振興対策費 

花き振興推進指導費 ほか 



－農政１０－ 

 

 

 
農地の保全と生活環境の向上対策・鳥獣害対策等の推進 

＜清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞ 
 

１ 事 業 費   ３，７２３，７７２（前年度 ３，５８９，６９６） 

        【財源内訳】      【主な使途】 
国庫   2,695,986     補助金   3,611,669 

繰入金   150,760     委託料     78,016 
一般財源   877,026 

 

２ 背景・事業目的 
遊休農地の発生を防止し、災害の防止や自然環境の保全など農業・農

村が持つ多面的機能を維持するため、地域ぐるみでの農地・農業用施設

等の保全活動や野生鳥獣被害対策等を推進する。 
 

３ 事 業 概 要 

（１） 遊休農地化を防止する活動の支援（2,923,009 千円） 
・ 地域ぐるみで農地や農業用施設等を保全するため、多面的機能支
払制度(※)や中山間地域等直接支払制度(※)の取組みを支援する。 

  

 
 

  ＜多面的機能支払交付金（助成対象：活動組織等）＞ 
   補 助 率：定額（田：3,000 円/10ａ ほか） 
   負担割合：国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 
  ＜中山間地域等直接支払交付金（助成対象：農業者等）＞ 
   補 助 率：定額（田：21,000 円/10ａ ほか） 
   負担割合：国 1/2、県 1/4、市町村 1/4 ほか 

（２） 鳥獣被害対策等の推進（800,763 千円） 

＜一部清流の国ぎふ森林・環境基金事業＞ 
新・ 農作物等への加害性が高いニホンザルの生息数半減に向け、市町

村が行う個体数調整捕獲を支援する。 
［補助率：定額、補助限度額：15,000 円/頭 ほか］ 

・ 捕獲従事者不在地域でニホンジカの地域ぐるみでの捕獲体制を構

築するとともに、ＩＣＴを活用した効果的な捕獲技術を実証する。 
・ カワウ被害軽減に向けドローンによる繁殖抑制を本格稼働するほ
か、漁業協同組合等の駆除活動を支援する。 

補助対象者：漁業協同組合等 
補 助 率：定額等、補助限度額：1,800 千円 

 

 

所 属 農政部農村振興課      

係 名 農村企画係 内線 4176 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(3)農山村振興費  

（明細書事業名）○中山間地域振興対策事業費 

中山間地域等直接支払事業費 ほか 

※多 面 的 機 能 支 払 制 度：地域共同で行う、多面的機能を支える活動や、農地や水路、農道

等の地域資源の維持保全活動を支援する制度 

※中山間地域等直接支払制度：農業の生産条件が不利な地域での農業生産の継続を支援する制度 



－農政１１－ 

 

 

 

世界農業遺産「清流長良川の鮎」の保全・活用・継承 
 

【１２月補正後 １８，３６０】 

１ 事 業 費   １４２，１１３（前年度 ４，０６４） 
            【財源内訳】       【主な使途】 

            国庫      2,427   委託料      96,364 
一般財源 139,686   備品購入費  31,237 

補助金 4,000 

 
２ 背景・事業目的 

世界農業遺産「清流長良川の鮎」の象徴である鮎をはじめとした本県

の水産物等を脅かすコクチバスの完全駆除に向けた対策を進める。 
また、東アジア農業遺産学会の開催を通じ、世界農業遺産「清流長良

川の鮎」の価値を世界へ発信するとともに、鮎料理フェア等の開催によ

り鮎の消費拡大とブランド価値向上を図る。 
 
３ 事 業 概 要 

（１）コクチバスの完全駆除に向けた対策強化(111,155 千円) 

・ 県漁業協同組合連合会内に駆除作業専門チームを編成し、電気
ショッカーボートの導入等により、全ての生息場所での駆除活動

を実施する。 
・ コクチバスの買取りに加え、産卵床の監視・駆除、刺網による
駆除や釣り大会など、漁業協同組合によるコクチバス駆除を支援

する。 
[補助率：1/2 以内] 

 

新（２）東アジア農業遺産学会の開催(28,275 千円)  
・ 世界農業遺産「清流長良川の鮎」を国内外へＰＲするため、日
本、中国、韓国の世界農業遺産認定地域が参加する国際学会を開

催する。 
 

（３）鮎の消費拡大の推進(2,683 千円)  

・ 伝統的な鮎料理や新しい鮎料理など、多様で奥深い鮎料理を広
くＰＲする鮎料理フェアを開催する。 

 

 

所 属 農政部里川振興課 令和６年度担当所属名 

係 名 里川振興係、水産係 内線 4213、4216 農政部里川・水産振興課 

（款）６農林水産業費 （項）３水産業費 （目）(2)水産業振興費 

（明細書事業名）○水産資源保護対策費 

外来魚移植対策事業費 ほか 



－農政１２－ 

 

 

 
 

地域の魅力を活かした農村の活性化 
＜ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 

 
１ 事 業 費   ７５，８４２（前年度 ５９，４７１） 

            【財源内訳】        【主な使途】 
            国庫     19,229     委託料 54,230 

繰入金    33,074     補助金 14,500 

一般財源  23,539 
 

２ 背景・事業目的 

農村地域の活性化を図るため、農村の豊かな自然や文化を活かした都
市農村交流を推進するとともに、農村資源であるジビエの利活用を促進
する。 

 
３ 事 業 概 要 

（１） 都市農村交流の取組強化（58,530 千円） 

 ＜一部ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 
・ 農村体験とボランティア活動を組み合わせた、新たな農泊プログ
ラムを実施する地域づくりに取り組むほか、広域的な情報発信に向

け、農泊のプロモーションビデオやガイドブックを作成する。 
・ 農村地域を支える人材を確保するため、「半農半Ｘ(※)」の実践
事例の調査を行うほか、新たに「半農半Ｘ」が体感できるモデルツ

アーを実施する。 

  
 

（２）ジビエの利活用促進（17,312 千円）  

・ ジビエの魅力発信や販路拡大に向け、県内をはじめ首都圏におい
てフェアを開催するほか、ジビエ事業者の施設改修等を支援する。 

補助対象者：食肉処理業者（法人又は３戸以上の任意組合） 
補 助 率： 1/2 以内、補助限度額：1,000 千円 

所 属 農政部農村振興課      

係 名 農村企画係 内線 4176 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(3)農山村振興費 

（明細書事業名）○都市農村交流促進費 

都市農村交流促進事業費 ほか 

※半農半Ｘ：農村での多様なライフスタイルを実現するための、農業と他の仕事を組み合わ

せた働き方 



－農政１３－ 

 

 

中山間地域を守り育てる対策 
＜ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 

 
１ 事 業 費 ２，４７９，０２８ （前年度 ２，３０６，３００） 
        【財源内訳】      【主な使途】 
         国庫   1,322,386  工事請負費 1,664,350 

         県債    508,800  委託料    460,523 
分負担金   317,313   補助金    117,928 
繰入金     3,300    

         一般財源    327,229 
      

２ 背景・事業目的 

中山間地域の持続可能な農業の実現に向け、豊かな自然環境を活かし

たブランドづくりや都市農村交流等による地域活性化、生産基盤の整備
等に取り組む。 

 

３ 事 業 概 要 

（１）中山間地域の特性等に合わせた農業の展開（4,800 千円） 

＜一部ふるさと農村活性化対策基金事業＞ 

新・ 県が育成した酒米の産地化に向け、優良種子の生産、供給体制
の確立及び蔵元と連携したマーケティング活動を実施する。 

・ 棚田保全組織や大学生等が行う、棚田保全活動や都市農村交流

等の取組みの支援を強化する。 
補助対象者：大学生（団体）、棚田保全組織等、補助率：定額 
補助限度額：300 千円/団体 

（特産品開発に取り組む場合 500 千円に拡充）ほか 

新（２）薬草を活用した地域活性化（10,000 千円） 

・ 薬草の魅力を発信する薬草フォーラムや薬膳料理のメニューフ

ェアなどを開催するとともに、大都市圏で新商品のプロモーショ

ンを行う。 

（３）生産基盤と生活環境基盤の整備（2,464,228 千円） 

・ 農地中間管理機構と連携したほ場整備等や、集落内の排水施設や

道路等の生活環境基盤の整備を実施する。（４３地区） 
 
 

所属 農政部農産園芸課 農政部農村振興課 農政部農地整備課 

係名 
米麦大豆係 
野菜果樹特産係 

内線 
4117 
4119 

農村企画係 内線 4176 調査計画係 内線 4238 

（款）６農林水産業費 （項）１農業費 （目）(8)主要農作物対策費 

（明細書事業名）○米消費拡大推進対策費 

地域米消費拡大総合対策費 ほか 


